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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

近年の茶系飲料の需要増加等により、緑茶

(荒茶)
（注）

の国内生産量は比較的堅調に推移して

いる。一方で、緑茶取引における買い手とし

て大手実需者の影響力が上昇するなかで、川

上に位置する生産、加工・流通システムにも

大きな変化が生じている。

１　緑茶の需給構造

2006年について、わが国の緑茶(「荒茶ベース」

以下同じ)需給を概観したのが第１図である。

供給面では、国内生産量が約９万トン、こ

れに約１万トンの輸入が加わり全体で約10万

トン年間供給されている。国内生産量は、80

年代半ば以降、9～10万トンのレンジで動い

ており、また輸入量は変動があるものの過去

10年位は１万トン強で推移している。

わが国の緑茶輸入先では、圧倒的に中国の

割合が高く、次いでケニヤがベトナムに取っ

て代わり第２位となっている。ケニヤは世界

最大の茶輸出国であり、近年は紅茶以外に緑

茶輸出にも力を入れている。

一方、国内消費量は80年代にいったん９万

トン台に落ち込んだが、茶系飲料の浸透によ

り次第に回復し、ここ10年位は年間10～11万

トンで推移している。日本からの緑茶輸出は

1.5千トンと絶対量はわずかだが、ここ数年は

大きな伸びを示している。

歴史的にみると、わが国の茶業は明治期以

降、輸出産業として発展してきたが、戦後の

高度成長期に国内消費量が急増し、これに対

応する形で国内生産量が拡大し、70年代前半

には10万トンの生産基盤を持つ国内産業とな

り、これに補完的に輸入が行われる構造が形

成された。

マクロ的には、こうした構造は一定の「安

定性」をもって現在も維持されており、わが

国の多くの農産物が自由化のなかで自給力を

大きく低下させていったのと対照的にみえ

る。しかし、その中身をみると、消費構造の

変化に伴って生産、加工・流通に様々な課題

を内在させていることがわかる。

２　消費の多様化と特定需要者の台頭

緑茶消費における、近年最も大きな変化は、

緑茶飲料の浸透である。およそ20年前に登場

した緑茶飲料は、年々消費量が拡大し、現在

では原料換算で国内消費量の約４分の１を占

めるまでになっている(『日刊経済通信社』の

推計による)。

飲料以外にもティーバッグ、インスタント
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第1図　緑茶の需給関係（２００６年） 
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ティー、お菓子・ケーキ等の食材、機能性素

材としての緑茶利用も増加している。また、

仕上茶においても、かつての茶専門店でのリ

ーフ販売から、スーパー等での包装茶が販売

形態の主流になっている。

こうした消費市場の変化は、大手特定実需

者のバイイングパワーを高め、規格化された

緑茶の大量流通という従来とは異なる取引ニ

ーズを市場にもたらした。

３　産地間の対応格差――南九州の生産拡大

伝統的な緑茶の生産、加工・流通は、地域

特産物的な色彩が濃いもので、個性的な質が

重視され、さまざまな産地のお茶が少量ずつ

分散して取引され、そのため流通機構も複雑

であった。

これに対して、特定需要者の購買量は巨大

であり、末端の販売価格から原料コストが決

定され、広域流通を前提に「安全・安心、安

定供給、安価」を要件とする調達行動が基本

となっている。

産地においては、こうした大手実需者ニー

ズへの対応力に格差が生じている。鹿児島、

宮崎などの後発産地では、行政、ＪＡを含む

地域を挙げた取組みとして、大規模化・機械

化・組織化が生産から加工・流通を統合する

形で進んでいる。また、茶系飲料メーカー自

ら大規模な茶園経営に参画する事例もある。

結果、例えば鹿児島県の生産量は、過去10

年間に30％拡大し2.3万トンとなった。一方、

主産地の静岡県は、南九州とは生産条件が異

なり、また担い手の高齢化や、中山間地の産

地を抱えること等から、大手実需者が求める

条件に十分に応えることが難しく、生産量は

４万トン前後で頭打ち状態にある。

４　価格形成の変化――価格の下落傾向

緑茶の価格動向をみると、茶系飲料ブーム

のなかで、価格は下落傾向が続いており、特

に収益性の高い一番茶は価格だけでなく数量

の落込みも大きい。他方で、安価な冬春秋番

茶の生産量が顕著に拡大している(第２図)。

特定需要者の持つ強い価格交渉力と求める茶

種、ロット等が、緑茶の価格形成や生産全般

に強い影響力を及ぼしていることがうかがえ

る。

大手企業主導での茶系飲料の消費浸透は、

国内の生産基盤を維持することに寄与する一

方で、各産地にそれぞれ異なる課題をもたら

している。各産地の実情に即した生産、加

工・流通の総合的な施策が、長期的観点から

一層求められるようになってきている。

（むろや　ありひろ）
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用いる。

資料　（社）日本茶業中央会『平成19年度茶関係資料』より作成 

第2図　緑茶（平均）の茶期別価格と生産量の推移 
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１　はじめに

農業者の高齢化や多様化が進むなかで、農

業者の技術・経営指導体制の強化や経営安定

対策に伴うその組織化等が大きな課題となっ

ている。

本レポートは、公的な農業指導組織として

重要な役割を担ってきた農業改良普及事業

（農業改良助長法に基づき都道府県の専門職員が

直接農業者に対し技術・経営指導等を行う事業、

協同農業普及事業とも呼ばれる）について最近

の動きを整理したものである。同事業の実施

体制及び予算は2004年の農業改良助長法改正

等により、大きく変更されており、まずその

状況を確認しておきたい。

２　2004年の農業改良助長法の改正等

04年の農業改良助長法の改正においては、

戦後の農業改良普及事業の骨格ともいえる制

度にいくつか変更が加えられている。

一つ目は専門技術員と改良普及員の２種類

に分かれていた普及職員制度を普及指導員に

統一したこと、二つ目は普及指導センターの

必置規制の廃止である。前者は、専門技術員

と改良普及員の固定的な二段階制が効率的な

普及指導の妨げとなっているとし、資格の高

度化による普及職員の資質向上を目指したも

のである。また、後者のセンター必置規制の

廃止は、より効率的で地域実態に応じた普及

指導体制を構築するために、都道府県が柔軟

に拠点を設定できるようにしたものである

（第１図）。

なお、現在の同事業を担う普及指導員は

8,244人（07年４月１日現在）、普及指導員の拠

点となる普及指導センターは390か所（同）で

ある。

さらに、財政面でも大きな変更があり、三

位一体改革の一環として06年度より農林水産

省の協同農業普及事業交付金のうち146億円

が都道府県へ税源移譲されることになった。

予算縮減も加わり06年度の協同農業普及事業

交付金は36億円と、税源移譲前の05年度の

218億円から約180億円減少している。

このように、法改正により普及指導センタ

ーの設置等で都道府県の裁量余地が広がった

こと、さらに協同農業普及事業交付金の多く

が都道府県の一般財源に組み入れられたこと

で、より都道府県ごとに特徴のある事業体制

の構築が可能になったとみられる。

ただし、これらの法改正等の目的には、農

業改良普及事業の実施体制のスリム化があっ

たことには留意する必要がある。第２図にみ

られるように、普及職員、普及指導センター

は法改正前よりともに減少傾向にあった。

普及指導センターは、他の関連機関との統

合が多く、センターの機能そのものが無くな

っているわけではないとみられるが、普及指
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第1図　法改正による普及事業の体制変化 
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導員は実数として減少しており、普及指導体

制への影響が懸念される。

３　農業改良普及事業と営農指導事業の連携

地方財政の現状を考えれば、農業改良普及

事業は今後もスリム化を進めることは確実と

みられ、少ない人数・予算でいかに効率的な

事業を実現できるかに重点が置かれよう。

その場合、普及事業と民間農業団体との連

携がこれまで以上に重要になるとみられる

が、その際中心となるのは、民間最大の農業

者指導組織である農協の営農指導事業であろ

う。農協の営農指導員も長期にわたって減少

傾向にあるが、営農指導員数は約１万４千人

と普及職員の1.7倍に達する（第３図）。

普及事業は、個別農業者の技術・経営の向

上が、指導事業は購買･販売事業と連携して

の組合員全体の営農レベルの向上がこれまで

の中心となる仕事であったとみられるが、例

えば、普及指導事業では集落営農育成への取

組み等コーディネート機能の重要性が高まっ

ているし、農協でも大規模農家に対するより

高度な指導体制が求められており、農協の事

業環境も厳しさをますなか、両者が補完し効
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果的な対応ができる領域も拡大しているとみ

られる。

既に全国ベースでは両者の連携の方向は打

ち出されている。例えば、06年10月の第24回

JA全国大会決議のなかでは、「地域農業の振

興のために、行政・普及センター・農業委員

会・公社・土地改良区など関係機関との一体

的な推進体制を確立するとともに、ワンフロ

ア化をめざします」とある。また、普及活動

の全国的な方向を国が示す「協同農業普及事

業の運営に関する指針」（04年）でも、「民間

との連携の在り方」のなかに、「農業協同組

合が行う営農指導との適切な連携の確保及び

役割分担の明確化を図るよう努めるものとす

る」とある。

既に農業技術者連絡協議会等を設け、営農

指導員と普及指導員の調整・連携を図る地域

も多いが、例えば農協が作成する「地域農業

戦略」等と普及指導センターが作成する「普

及指導基本計画」等について連携・調整を行

うことでより効率的な営農指導体制を構築す

ることも考えられよう（さらにいえば市町村、

土地改良区等農業関連団体も含めて）。農業環境

が厳しさをますなか、農業・農村の活性化の

ための体制づくりは、従来以上に関連機関の

横の連携を強めて取り組むことが必要になろ

う。 （うちだ　たきお）

資料　農林水産省普及課, 普及・女性課 
（注）　普及職員数は04年までは専門技術員＋改良普及員, 05年以降

は普及指導員。 

第2図　普及職員及び普及指導センター数の推移 
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１　EACBの概況

欧州協同組合銀行協会(European Association

of Cooperative Banks、以下「EACB」)は、

1970年にブリュッセルで設立された。会員で

ある欧州各国の協同組合銀行の利益を代表、

振興、保護し、ヨーロッパの諸機関に対する

スポークスマンとしての役割を果たしてい

る。その使命は、①銀行部門に関するEUの方

策について情報を会員に提供すること、②会

員間で見解や経験を共有する場を提供し、共

通の利益について意見調整を行うこと、③EU

の諸機関に対し効率的で活発なロビー活動を

実施すること、④共通の利益に関する意見書

を作成し、公表することである。

この度筆者は、EACBに半年間滞在する機

会を得たので、その活動内容を報告したい。

２　会員である協同組合銀行の状況

現在EACBに加盟しているのは、協同組合

銀行の中央機関や連合会等28の組織であり、

国数は23か国に及ぶ。EACBによれば、欧州

内では約4,400行の協同組合銀行（単協レベル）

が4,600万人の組合員、１億４千万人の顧客を

持ち、主としてリテール分野、地域のレベル

で業務を行っている。また、6.2万店舗、73万

人の職員を抱え、市場シェアの平均は約20％

である。

ただし、欧州内でも協同組合銀行の存在感

は国によって大きな違いがある（第１図）。フ

ランスのように大きな協同組合銀行グループ

が複数存在する国もあれば、スウェーデンや

ベルギーのように協同組合銀行の存在感がほ

とんどない国もある。

３　EACBの活動の進め方

EACBの意思決定は、年に３回開催される、

会員組織の代表者から成る執行委員会（エグ

ゼクティブ・コミッティ）によって行われる。

執行委員会では、活動方針の策定、

入会・脱退の承認、事務局長の指名

等を行う。

EACBの事務局には、事務局長、

決済システム部長、法務部長の管理

職のもとに、６人のアドバイザー、

秘書がいる。管理職は会員銀行の出

身者であるが、アドバイザーは、会

計や法律の専門家等である。

銀行法、決済システム、消費者政

策、会計、金融市場等のテーマにつ

いて、協同組合銀行としてどのよう

な主張を行うかを検討するのはワー
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名前 国 預金 
シェア 

第1図　EACBに加盟する協同組合銀行の 
　　　　国別マーケットシェア（２００６年） 
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キンググループである。ワーキンググループ

は事務局職員と各会員銀行の専門家で組織化

されており、会合や、Eメールを通じて、活

発な議論を行っている。

ワーキンググループの検討結果に基づいて

執行委員会が方針を定め、それに沿って事務

局を中心に欧州委員会、欧州議会、欧州銀行

監督者委員会等の諸機関にロビー活動を行う

というのがEACBの活動の進め方である。

４　EACBの取組み

EUにおいては、金融市場における様々な分

野での統合が進められており、今年１月には

単一ユーロ支払地域（SEPA）の口座振込サー

ビスが開始された。SEPAは加盟国の小口決

済インフラを統合し、国内と同様に域内での

決済を行うことを可能にするものであるが、

そのためには加盟国すべての決済システムの

ルールと仕様を統合する必要がある。EACB

は、SEPAの創設メンバーの１つであり、

SEPA運営のための諸調整において協同組合

銀行の利益を代表している。

協同組合銀行の場合は、単協の数が非常に

多く、業務がリテール中心であるため小額の

決済が多いという特徴がある。また、SEPA

の今後のサービス拡大にあたり、携帯電話に

よるモバイル決済に対するニーズは、フィン

ランドのような電子化の進展した国とそれ以

外では異なるといった状況もある。会員から

の 様々な意見やニーズを調整したうえで、

協同組合銀行を代表するのがEACBの役割で

ある。

EACBの基本的な活動スタンスは、協同組

合銀行の保護という特別な措置を求めるもの

ではない。株式会社の銀行と同じ業務を行う

以上、同じ規制に従うことには異論はない。

しかし、市場の統合を進め同一の条件下で競

争を促進しようという意図のもとでは、少数

の大銀行が国境を越えて活動することが選好

され、株式会社の銀行に有利になる規制がと

られる傾向がある。また、規制・監督を行う

人々が協同組合の特徴についてよく知らない

ことも多いため、協同組合という法的形態を

とっているがゆえに規制上不利になるという

事態を避ける必要が生じてくる。

EACBは、今年２月に「協同組合銀行のビ

ジネスモデル：革新性と持続性」をテーマに、

第３回国際会議を開催し、約200名の参加者

を集めた（写真）。協同組合銀行の活動を、金

融分野、欧州の諸機関、研究者をはじめ広く

一般に知らせることが、ロビー活動のしやす

さにつながると考えているからである。

５　おわりに

EACBでは、銀行をめぐるグローバルな課

題に対応するには、グローバルな連携が必要

だと考えている。協同組合間協同は古くから

言われていることであるが、その活動にふれ、

日本においても国内外を問わず業態の垣根を

越えて協同組合銀行の存在意義を主張する必

要性を改めて実感した。

（しげとう　ゆかり）
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近年、地域間の経済格差や、所得格差が問

題となっているが、農協の構成員である農

家・組合員の家計（農家経済）についても、

地域差や地域別の特徴がみられる。

本稿では、農林水産省の農業経営動向統計

のデータにもとづき、地域別の販売農家の
（注１）

家

計の特徴やその変化についてみていきたい。

１　農業所得、農外所得の動向

第１図は、1995年から2005年までの販売農

家１戸当たりの農業所得を地域別に
（注２）

み

たものである。大規模経営が中心の北

海道は300～500万円台と他地域に比べ

高い水準となっているが、年によって

変動も大きい。

その他の地域の農業所得は160万円以

下の水準で、年による変動は少ないも

のの、02年までは緩やかな低下傾向が

みられる。大都市近郊で農業生産が盛

んな関東・東山、東海や、畜産を中心

とした農業地帯である九州が全国値を

上回っている。一方稲作が中心の東北、

北陸や、小規模経営が多い四国、近畿、

中国は全国値を下回っている。

第２図は、農外所得を地域別にみた

ものである。農外所得は近畿の700万円

台から北海道の100万円台まで地域別に

幅広く分散しており、いずれの地域も

96、97年ごろをピークに低下が続いて

おり、上位と下位の差はやや縮まって

きている。

農外所得は雇用者報酬が占める割合が高

く、農外所得の上位を占める近畿、東海、関

東・東山は雇用者報酬の水準が高い地域であ

り、それに一般事業や賃貸アパート等の収入

が加わっているためとみられる。北陸は１人

当たりの雇用者報酬の水準は高くないもの

の、２世帯同居、夫婦共稼ぎが多い地域のた

め農外所得の水準が高くなっている。

東北、中国、四国、九州は雇用者報酬の水

準が低い地域のため農外所得は全国値を下回
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第1図　地域別の販売農家１戸当たりの農業所得 
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第2図　地域別の販売農家１戸当たりの農外所得 
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っており、北海道は兼業が少ないため、200

万円を下回る水準となっている。

２　地域別の家計の特徴

地域別の家計の特徴をもう少し詳しくみる

ため、01年のデータに絞って農業所得、農外

所得に加え、可処分所得、経済余剰、預貯金

残高の数値を地域別に上位から並べた（第１

表）。可処分所得は農業所得、農外所得に年

金・被贈等の収入を加え租税等を差し引いた

もので、経済余剰はさらに家計費を差し引い

たものである。

都市部の近畿、東海、関東・東山の数値は

近畿の農業所得を除けばほとんどが上位にあ

り、特に預貯金残高は高い水準となっている。

北陸は可処分所得が最も高いが、世帯員数が

多いため家計費が多く、経済余剰はやや低下

し、預貯金残高も中位となっている。北海道

は可処分所得は中位ながら、家計費が比較的

少ないため経済余剰は上位となった。しかし

農業借入資金等の返済負担が多いため、預貯

金残高は低位の水準となっている。

中国、四国は高齢化の影響で他の地域に比

べて年金被贈収入がやや多いものの、農業所

得、農外所得が低位にあるため、可処分所得、

経済余剰は低位となった。東北は可処分所得

が中位ながら、北陸と同様に世帯員数が多い

ため家計費も多く経済余剰、預貯金残高は最

も低い水準となった。九州は可処分所得が最

も低く、家計費は少ないものの、経済余剰、

預貯金残高は低位の水準となっている。

３ 厳しさ続く家計

90年代半ば以降農家の可処分所得は農業所

得、農外所得の低下の影響でいずれの地域も

低下が続いており、農家は営農経費や家計費

を切り詰めることで対応してきた。

しかし近年は農業生産資材や飼料価格の上

昇により農業収支は一層厳しくなっており、

農家の家計は農外所得に従来以上に依存する

ことになろうが、農外所得も雇用者報酬の水

準の低下にみられるように厳しい状況が続い

ている。特に東北、九州、中国、四国の農家

の家計は厳しい環境にあり、今後もその動向

を注視していくことが必要であろう。

（ほんだ　としひろ）
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（注１）販売農家は、経営耕地面積30a以上または販
売金額50万円以上の農家。

（注２）地域区分は農林水産省の区分に従っている。
なお沖縄は含まれていない。

第1表　販売農家１戸当たりの農家経済の地域別状況（２００１年） 
（単位　千円） 

農業所得 

第1位 

第2位 
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全国 
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北陸 
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全国 
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東北 

中国 

四国 

九州 
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経済余剰 

近畿 

北海道 

北陸 

東海 

関東・東山 

全国 

中国 

九州 

四国 

東北 

1,897 

1,673 

1,544 

1,507 

1,469 

1,377 

1,276 

1,177 

1,116 

1,106

預貯金残高 

近畿 

関東・東山 

東海 

全国 

四国 

北陸 

中国 

北海道 

九州 

東北 

30,152 

26,382 

24,785 

19,413 

19,002 

18,281 

16,012 

13,891 
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つい半年前まで日本では消費者物価の下落

傾向が続いてきたが、最近ではガソリン・灯

油など石油製品や電気・ガス代などといった

エネルギー、さらには食料品の値上げといっ

たニュースが相次ぐようになっている。こう

した物価動向はわれわれの暮らしにどのよう

な影響を与えているのだろうか。

１　価格の二極化

消費者物価上昇率（全国、総合）は07年10

月に前年比プラスに転じて以降、徐々にプラ

ス幅を拡大させており、直近分（08年２月）

は1.0％まで高まった。

最近の物価上昇の主役は国際原油市況の高

騰を背景とした「エネルギー」であり、前年

比9.2％まで上昇率が高まっている。特に、07

年初頭はいったんガソリン価格などが値下が

りしていただけに、上昇率が高く出ている。

こうした原油高騰のほか、地球環境への意識

も高まり、バイオ燃料への注目が

集まっている。それによりバイオ

燃料生産のための穀物需要が強ま

っており、穀物価格も高騰してい

る。これに豊かになった新興国の

食料需要の高まりや昨年のオース

トラリアでの旱魃
かんばつ

なども加わり、

小麦粉、食用油など食料が断続的

に値上がりし始めている。

一方で、電気製品など耐久財の

多くは依然として価格下落傾向が

続いている。これらは技術進歩が著しく、新

製品が発売されると既存製品の値下げ圧力が

高まる上に、パソコン、カメラについては性

能向上分を価格動向に反映させる手法（品質

調整）を採用しており、恒常的に物価押下げ

効果が発生している。

なお、総務省統計局は「エネルギー」「生

鮮食品を除く食料」「家庭用・教養娯楽用耐

久財」などが消費者物価上昇率に対してどの

程度影響を与えたか（寄与度分析）について

試算している。２月分については前年比1.0％

の物価上昇率に対して、「エネルギー」「生鮮

食品を除く食料」はそれぞれ0.71ポイント、

0.42ポイントの押し上げ効果があったとされ

ている。特に、ガソリン単独で0.42ポイント

も押し上げるなど、原油高に伴うガソリン高

騰の影響度の大きさが見て取れる。

一方で、「家庭用・教養娯楽用耐久財」は

消費者物価全体を0.18％押し下げるなど、モ
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ノ・サービスの価格は二極化が進んでいる。

購入頻度別に見ると、日常的に購入するも

のの値段は上昇しているが、めったに購入し

ないものの値段はあまり上昇していない。ま

た、食料・エネルギーなど生活必需的なもの

の価格上昇が目立つ（２月：前年比1.7％）一

方、支出弾力性（消費支出総額が１％変化する

時に各財・サービス＜以下「支出項目」＞が

何％変化するかを示した指標）が１以上のいわ

ゆる選択的支出項目の動きは鈍い（同じく

0.1％）。こうしたことが、日本銀行「生活意

識に関するアンケート調査」において、人々

が感じる物価上昇率の中央値が前年比5.0％

と、消費者物価統計と比べて明らかに高い原

因となっているものと思われる。

２　悪化する家計部門のマインド

08年春闘について、かねてから日本経団連

は業績が好調な企業は賃上げに積極的に取り

組むべきという指針を打ち出すなど、「企業

から家計への波及」の進展が期待されていた。

しかし、米サブプライム問題の表面化により、

世界経済の先行き不透明感が高まっている上

に、円高ドル安・株安・原油など資源高など

が企業収益にマイナス効果をもたらすとの見

方が強く、結局07年並みにとどまりそうな状

況に陥っている。日本経団連が大手企業を対

象に行った第１回集計（３月28日時点）によ

ると、前年比1.91％（07年は1.85％）とわずか

に前年の伸びを上回ったに過ぎない。これら

は、物価上昇率や租税・年金負担が高まるな

かで、雇用者の暮らし向きはなかなか改善し

ない可能性を示唆している。その結果、消費

者のマインドは大きく悪化し、民間消費の先

行き悪化懸念が強まっている。

ちなみに、農家・畜産家にとっても現状の

物価環境は厳しいものとなりつつある。肥・

飼料やＡ重油、資材など投入コストは高騰し

ているものの、それらに比べれば農畜産物の

価格上昇は限定的であり、経営状態は厳しさ

を増している。

現在の日本経済は、「所得が伸び悩むなか

で値上げに対して拒否反応を示す

家計部門」と「コスト高をなかな

か価格転嫁ができず、賃上げに消

極的な企業部門」との間で悪循環

が発生しているようにも見受けら

れる。この悪循環の打破には、こ

れまでゼロ・インフレ期待を根付

かせるような政策運営を行ってき

た日本銀行の政策運営を修正して

いく必要があるように思われる。

（みなみ　たけし）
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第2図　著しく悪化した消費者マインド 

資料　内閣府・電通の資料より作成 
（注）　電通消費マインド指数は偶数月調査のため, 奇数月は線形補間。 
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調査第二部　副部長　渡部喜智

の可能性は小さいとみられている。穀物相場

の高値は飼料価格の大幅上昇をもたらし、わ

が国の畜産・酪農にとって大変な逆風となっ

ているが、短期間にこの逆風がやむのは残念

ながら期待薄だろう。

２　歴史的低在庫が穀物高騰の背景

穀物市場に投資資金を引き付けている背景

に、穀物全般の在庫水準の「危機的」な低さ

がある。

米国農務省（08年４月９日発表）は、07－08

穀物年度（07年９月～08年８月）の世界の期末

穀物在
（注）

庫量が３年連続で減少し、同在庫率

（期末在庫量÷消費量）が前年度の16.6％から

15.0％へ低下すると予測している。2000年前

後には３割以上あった在庫率が、70年代初め

の旧ソ連の凶作に伴う「食料危機」の時期の

在庫率水準を下回り、年間消費量の２か月分

に満たない水準にまで在庫が減少しているの

だ（第２図）。個別の在庫率をみても、トウモ

１　穀物相場の暴落の可能性は依然小さい

07年後半から一段高の上昇を見せた穀物相

場は小麦こそ２月下旬を天井に反落している

ものの、他の穀物については高止まり状態な

いし最高値を更新している（第１図）。

米国の商品取引所の取引価格(先物・期近

物)をみると、小麦は２月下旬に前年同期比

175％上昇の１ブッシェル当たり12.8ドルに達

した後、オーストラリア産小麦の08－09穀物

年度の収穫高が旱魃
かんばつ

の影響の後退から倍増す

るという政府機関見通しの発表や輸入国の買

い控えの動きなどから、４月上旬には同９ド

ル割れとなった。しかし、飼料の主原料であ

るトウモロコシは１月中旬に同５ドルの大台

に乗った後、４月上旬には一時６ドルを突破

した。コメ（もみ米ベース）も前年同期に比

べ約２倍高い100ポンド当たり21ドル台に一

時乗った。

また、大豆は２月末に同15ドル台に乗った

後、12ドル近くまで急落したが、３月末以降は

13ドル台に戻すなど底固い動きが続いている。

穀物相場については先高予想も多く、暴落

12
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第2図　世界の穀物需給と在庫の動向 
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ロコシが13.2％、小麦が18.1％、コメが18.2％

となる見通しである。

米国農務省の推計によれば、90年代の世界

の穀物需要は累計8.7％（年率平均では0.8％）

の増加であったが、01～08年度の８年間では

13.8％（年率平均では1.8％）の増加となってお

り、需要拡大ペースは加速している。

特にトウモロコシにおいては、世界的な食

肉生産向けの飼料需要の増大に加え、ブッシ

ュ政権の長期エネルギー戦略においてバイ

オ・エタノールなどの再生燃料の高い利用目

標が設定されたことに伴い、需要が増加した。

米国のエタノール需要（輸入を含む）は01年

の17.4億ガロンから07年には68.5億ガロンへ増

加したが、2015年には150億ガロンにさらに

倍増する計画である。07－08年穀物年度には

130億ブッシェル（１ブッシェル＝35.24リット

ル）のトウモロコシ総需要の３割、32億ブッ

シェル程度が米国ではエタノール生産のため

使われると試算されているが、前述のような

エタノール長期需要の見通しに従えば、トウ

モロコシがさらにエタノール生産に仕向けら

れ、その需給は一層逼迫することが危惧され

る。

一方、世界の穀物生産は07－08穀物年度に

前年に比べコウモロコシが１割近く（9.5％）

生産が増加するなど、全体でも4.8％の増加見

通しである。

しかし、今後も世界の穀物需要が堅調に推

移するなかで、地球の気候変動の振幅が拡大

していることもあり、生産の下振れリスクが

意識されやすい状況は続く。前述のような歴

史的低水準の在庫が回復し需給逼迫感が解消

することは当面予測しにくい。

３　畜産経営の政策支援の強化不可欠

石油製品の値上がりに前述のような穀物市

況の高騰に伴う飼料価格の上昇が重なり、畜

産経営にダブルパンチとなっている。

飼料輸入価格は、07年後半からドル円で10

以上円高になった分だけ円建て価格の上昇が

抑えられているにもかかわらず、08年1～2月

に前年同期比２割以上上昇している。

4～6月期の配合飼料価格は前四半期に比べ

７％程度の値上げとなった模様だが、05年平

均に比べ４割高い価格となっている（第３図）。

しかし、前述の穀物相場の状況からみて、更

なる値上がりの可能性も否定できない。

また、原油市況は４月に入り１バレル当た

り110ドル前後に高止まりしており、ガソリ

ン税の暫定税率がもとに戻れば、石油製品価

格は３月末を上回る可能性が大きい。

このような飼料、石油という生産資材の価

格上昇は、畜産・酪農農家に対し極めて厳し

い影響を与えている。政府の08年度畜産農家

支援策に加え、与野党はともに５月末までに

追加対策を打ち出す予定である。経営維持の

ため、長期的視点からの自給飼料増産の対策

とともに、当面の財政支援の強化が不可欠で

ある。

（わたなべ　のぶとも）
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１　穀物価格高騰から穀物危機へ

2006年秋を起点とする国際的穀物価格高騰

はトウモロコシから始まって、大豆・小麦に

飛び火するとともに、08年にはついに長粒種

米にも及び、価格はどれも騰貴前の2.5倍程度

に達している。また、07／08年度の穀物期末

在庫率は14.7％と1973年の世界食料危機時の

15.5％を下回る低水準が見込まれ、世界的な

穀物危機の様相を呈し始めている。

その背景としては、①中国・インドを先頭

とするBRICs諸国などの著しい経済発展にと

もなう食肉消費の増大と飼料穀物需要の拡

大、②バイオエタノール原料向けのトウモロ

コシ利用激増にともなう飼料穀物の不足、③

トウモロコシのエタノール化にともなうアメ

リカにおける大豆作からトウモロコシ作への

シフト、④オーストラリアなどの穀物輸出国

にみられる異常気象による小麦収穫量などの

激減、が指摘されている。

このそれぞれは全くもっともなのだが、そ

れではなぜ、06年から突然に価格が騰貴しだ

したのか、これら相互の関係はどうなってい

るのかという点は必ずしも明瞭ではない。そ

こで、「五つの武器」とアメリカを重ね合わ

せた視点からこの問題に接近してみたい。

２　第三の武器から第五の武器まで

1973年に旧ソ連・東欧諸国が畜産物消費急

増にともなう飼料穀物の大量輸入に踏み切っ

たことを契機として発生した世界食料危機に

おいて、食料は第三の武器と名づけられた。

同時発生した石油危機において、石油が本来

の武器＝第一の武器（核兵器）に次ぐ第二の

武器となったことを受けてである。

この比喩でいえば、今回の穀物危機ではバ

イオエタノール（バイオ燃料）が第四の武器、

遺伝子組換え作物GMOが第五の武器となり、

アメリカがこの五つの武器を手中にしようと

していることが明らかである。

３　先導役の石油価格高騰

今回の穀物価格高騰は03年３月のアメリカ

によるイラク介入戦争開始によって始まった

石油価格高騰に継続的に先導されていること

が特徴である。イラク戦争は大量破壊兵器を

保有すると断定されたサダム・フセイン独裁

体制を打倒し、第一の武器をアメリカが独占

することを意味するとともに、中東の民主化

を通じて、中東の原油＝第二の武器をメジャ

ーが安定的に確保することを戦略目標として

いた。

しかし、第１に、今日に至るまで和平は達

成されておらず、安定的な石油供給体制が構

築できていないこと、第２に、03年10月にア

メリカのゴールドマンサックス銀行によって

BRICsと命名されたブラジル・ロシア・イン

ド・中国の経済発展が著しく、今後長期にわ

たる石油需要急増が見通されたこと、第３に、

ITバブルの崩壊やサブプライムローン問題を

契機としたアメリカ実体経済の後退の中でヘ

ッジファンドの投機的資金が大量にかつ、継

続的に原油先物市場に流入したことから、石
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油価格は空前の高騰を続けて今日に至ってお

り（08年４月22日のWTI期近価格は03年頃の１

バレル30ドルの４倍弱＝119.90ドルに達した）、

石油メジャーは史上最高の純利益を謳歌して

いる（石油バブル）。

４　石油戦略とバイオエタノール戦略

こうした中でより強力なエネルギー戦略を

構築すべくブッシュ大統領が06年１月の年頭

教書でバイオエタノール重視策を打ち出した

のを契機として、アメリカではトウモロコシ

のバイオエタノール化ブームに火がつくこと

になった（ヘッジファンドも参加）。そこには

アメリカにとっての最重要穀物であるトウモ

ロコシが長期にわたる過剰基調の下で価格低

迷にあえぎ、第三の武器としての役割を発揮

できていない現実を打破しようという意図が

込められているといってよい。

そして、07年の年頭教書での具体化を経て、

12月に成立した新エネルギー法では22年まで

に360億ガロンのバイオエネルギー生産が目

標とされ、トウモロコシがこのうち150億ガ

ロンを担うとされた。現在のトウモロコシ生

産量の２分の１をエタノール生産に振り向け

るという大胆な方針に対して、全米食肉協会

が飼料穀物価格の高騰と畜産業者の経営危機

を招くという観点から反対していることは注

目に値しよう。こうして、アメリカは穀物の

第三の武器としての復権とともに、バイオエ

タノールという第四の武器の獲得に向かって

大きく舵を切ったのである。ちなみに、05年

にはアメリカのバイオエタノール生産は先行

していたブラジルを追い越すとともに、07年

には輸出量（飼料用）をエタノール向けが上

回ることになった。

また、トウモロコシ価格の急騰はトウモロ

コシ・大豆の輪作体系を取るアメリカ・コー

ンベルトにおいて大豆の作付縮小をもたら

し、大豆価格の高騰に火をつける一方、飼料

穀物不足を通じて小麦価格高騰にも結びつき

（ここにもヘッジファンドが参加している）、こ

うした価格高騰の穀物連鎖はついに長粒種米

にまで飛び火している。

５　遺伝子組換え作物の作付が１億haを突破

注意を要する点は以上のようなバイオエネ

ルギーブームを一つの背景として大豆・トウ

モロコシ・ワタ・ナタネを中心とする遺伝子

組換え作物GMOの作付が06年に全世界で１億

haを突破し、07年には1.143億haに達したこと

である。アメリカは、①5,770万haの作付で

50.5％を占め、２位のアルゼンチンの３倍強

で、群を抜いた栽培面積を有するとともに、

②06年段階ですでにトウモロコシ作付の61％

をGMOが占め、07年にはGMトウモロコシの

作付面積が40％も増加して、GMO普及の先導

役を担うだけでなく、③モンサントやデュポ

ンなどの多国籍企業がGMO種子＝第五の武器

を独占していることが特筆される。

すなわち、今回の穀物・石油価格高騰劇と

は、五つの武器を手中にすべく、メジャーと

ヘッジファンドが手を携えて演出している

「21世紀の強いアメリカ戦略」にほかならな

い。

このような中で、先進国で最低の食料自給

率水準に止まる日本は、他国任せの甘い考え

方を改め、食料自給政策の抜本的な転換を求

められているのである。

（たにぐち　のぶかず）
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１　林業立村からゆず（柚子）の里へ

高知県東部に位置する馬路村は、黒潮打ち

寄せる土佐湾を海沿いに走った後、清流・安

田川沿いをさかのぼること約20km、徳島県と

山岳で県境を接する人口1,100人の村である。

当村の96％を山林が占め、豊かな山の恵みを

有する。かつて村内の馬路地区、魚梁瀬地区

に各々営林署があり、林業とそれに関係する

雇用が村の暮らしを支えた。しかし、全国の

多くの林業地がそうであったように、材価の

長期低迷は村の経済基盤を一変させた。とは

いえ、耕地が狭い本村では耕種農業の振興に

も限界があった。

そこでＪＡ馬路村が目を付けたのが、古く

から自家栽培されてきた「ゆず」であった。

現在、様々なゆず加工品の売上げは30億円に

ものぼり全国的にも著名な「ゆずの里」とし

て知られるようなった。しかし、ここまでの

道のりには、現ＪＡ組合長である東谷望史
とうたにもちふみ

氏

を中心とした人々の労苦と工夫、ＪＡと村が

一体となった取組みがあった。

２　ゆず加工品を売り出す苦労と工夫

70年代に村内のゆず生産が増え、80年には

ＪＡにゆずの集出荷・搾汁・貯蔵施設が完成

した。ゆず果汁100％の「ゆず酢」のほか、

「ゆず佃煮」「ゆずみそ」などの加工が始まっ

た。大手メーカーの柑橘果汁入り醤油調味料

が全国の食卓に定着するなか、86年には最大

の売れ筋商品である「ポン酢しょうゆ・ゆず

の村」も発売された。とはいえ、販売先の当

てがあっての加工事業ではなく、販売促進が

急務となった。それを託されたのが東谷氏で

あった。

東谷氏は、百貨店などの催事に自ら荷を造

り夜中に車を走らせ現地に行った。到着する

と荷を解き売り場を作り、声を嗄
か

らし連日立

ち尽くしで売り子をした。そして１週間ほど

の催事が終われば荷をまとめ帰るという日々

が年間80日以上に及ぶことが長年続いた。た

だ、重労働にもかかわらず、初めは販売が伸

びず経費倒れになることも多かったという。

しかし、京阪神から首都圏にも催事出店先を

広げ､地道な販売活動を積み上げたことが功

を奏し、売上げは増え始めた。催事の大量購

入者を足がかりに郵便や電話での注文による

通販も始めた。ゆず加工品をギフトとしても

らった人がファンになり通販での注文が増え

るという好循環も出来始めた。

そして、88年にＪＡ馬路村は大きな飛躍の

年を迎えた。「ポン酢しょうゆ・ゆずの村」

が「101村物産展」で大賞を受賞するととも

に、第二段ロケットというべき人気商品とな

った、ゆず果汁飲料「ごっくん馬路村」が商

品開発の試行錯誤の末に誕生した。また、今

や全村を挙げて使われている田上泰昭氏の手

になるユニークなイラストが登場し、売上げ
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資料　JA馬路村資料より作成 
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第1図　JA馬路村のゆず加工品販売額の推移 



が１億円を突破した年でもあった。その後、

ＪＡと村行政の連携した「村を売り出す」戦

略が浸透し馬路村のゆず加工品は全国ブラン

ドの道を駆け上がっていく。通販の利用者リ

ストは現在35万人に達し、商品の良さを知る

リピーターが売上げの中心となっている。

３　安全性を重視したゆず生産の推進

出荷価格の高い生食用のゆずには、形の良

さや傷の少ないことが求められる。そのため

には害虫防除は必須である。また、地力の低

い土地には施肥が重要だ。このためには化学

合成による農薬・除草剤や肥料を使う手があ

るが、ＪＡ馬路村では、「ゆずは生食用、加工

原料用を問わず中身だけでなく皮まで丸ごと

１個が人の口に食されるものであり、安全性

が何より重要」という発想から、天然由来の

農薬・肥料しか使用を認めていない。そのた

め、形の良いゆずが出来る比率は下がるが、

安全性こそがＪＡのゆず加工品への消費者か

らの信頼性を高めるという考えが組合員にも

理解・徹底され、暑い夏場の草刈りを8～9回

こなしながら、約150名の生産部会会員を中

心にゆず生産が行われている。

４　次代に生産力と販売力を引き継ぐ努力

ゆずはＪＡの全量買取制で買取単価も高く

設定されてきた。この結果、村のゆず畑面積

は15年程度の間に10ha以上増加し50ha近くに

なった。しかし、１戸当たり25アール程度の栽

培にとどまり、兼業がほとんどで主な従事者

の高齢化も進んでいる。このため、07年は需

要に原料供給が追いつかず売上げ減少につな

がった。ＪＡはゆず畑を造成する事業の音頭

をとり、その土地での栽培を意欲ある組合員

に任せる構想も進展しているが、組合員の高

齢化が進行するなか、安全性の高いゆず原料

の供給基盤を固めていくことは以前にも増し

て重要になっている。

03年の新・搾汁施設に続き、06年には加

工・梱包と研究開発、販売営業などの部署が

入った施設である「ゆずの森」も完成し、ＪＡ

のゆず関係事業の職員・従業員は70人近くに

増え、村最大の雇用の場となっている。しか

し、多くはＪＡが上昇気流に乗ってから就職

した人々であり、厳しい苦難の「創業」時代

を知る人は少なくなっている。産地間競争も

厳しさを増すなか、安全性をベースにした商

品価値に裏打ちされたブランド力を一層高

め、販売を向上させていく、いわば第二の創

業の意気込みを持ち、前進をはかる人材を育

てることは重要な課題だ。全村一体の協力の

きずなのもとで、一層の発展を期待したい。

(わたなべ　のぶとも)
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組合員組織シリーズの一環として、今後数

回にわたり集落組織の動向を紹介する。集落

組織は、農協や地域により農家組合、農事実

行組合など様々な呼称を持つ集落単位の地縁

的組織であり、農協の組合員組織、集落の自

主組織、農政の対応組織という面をあわせ持

つ。集落組織が、組合員の世代交代も含め環

境変化にどのように対応しているか、農協と

の関係は変化したか、組織の活性化には何が

必要かなど様々な視点で調査を行ってきた。

本稿では、福井県のJA花咲ふくい管内の集

落組織と集落を基盤とした２種類の組織を紹

介する。

１　ＪＡ花咲ふくいの農家組合

JA花咲ふくいは96年に５農協が合併して設

立され、日本海に面したあわら市、坂井市

（一部除く）を管内とする。肥沃な穀倉地帯坂

井平野では稲作と転作として麦や大豆・そば

等が栽培され、北部丘陵地、西部砂丘地では

園芸や畜産も行われている。

JA管内には大字単位に281の農家組合があ

る。農協の下部組織として、生産調整の配分

の最終的な決定や圃場の現地確認の立会いな

どが、農家組合長を中心に行われている。

さらに、総代や理事候補者を決定する推薦

委員を農家組合長が務めるなど、農家組合は

組合員の意思反映の基礎単位として機能して

いる。

２　あわら市における集落営農の法人化

JA管内のあわら市は福井市の近郊で兼業機

会も多く、また圃場の基盤整備が進んでいる

ために、兼業農家の割合は90％と非常に高い。

その結果、専業的な農業の担い手確保は難し

く、また従来のような集落を守る組織・機能

は弱まりつつある。こうした状況を踏まえ、

あわら市では、集落全員が農業にかかわるこ

とによる集落の再構築をめざしており、この

ために集落の合意に基づいた担い手の確保と

集落ぐるみの集落営農組織づくりが進められ

ている。

集落の合意形成を容易にし、また集落ぐる

みの営農を促すために、様々な政策面の枠組

みが整備されている。特に、集落の農地を守

るための合意内容や地域担い手を明示した

「農用地利用規程」を定めた集落には、産地

づくり交付金を活用して区域内の生産調整面

積に特別に加算を行うこととしている。

また、集落ぐるみで行う集落営農組織では、

認定農業者の認定基準に当たる主たる従事者

の所得基準を満たせるように、主たる従事者

を個人でなく集落営農組織全体に読みかえる

こととしている。

さらに、「品目横断的経営安定対策」の対

象となる集落営農組織の設立には、当初から
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法人化での立ち上げを指導している。

この結果、市の水田面積の70％が農用地利

用規程の区域に設定され、農地利用にかかる

集落合意の進展がうかがわれる。また、05年、

06年に24の農業生産法人が設立され、07年６

月現在では30となるなど、法人数は急増し

た。

３　集落営農の法人化の事例

あわら市の集落営農組織の法人化の事例と

して、農事組合法人グリーンファーム角屋を

紹介する。法人には集落内の15戸が参加、そ

のすべてが第２種兼業農家である。役員は代

表理事１名、理事３名、監事２名であるが、

代表理事は会社員、理事３名とともに50歳代

であり、比較的若い。

法人は、構成員から利用権設定を受けた

17.4haに、水稲11ha、麦6.4ha、大豆6.4haの作

付けをブロックローテーション方式により団

地化して、作業の効率化を図っている。

また、構成員全員が農業に従事する仕組み

が作られている。毎月第２土曜日に役員会を

開催して１か月の作業計画を作り、毎月第３

土曜日には全員が参加する定例会を開催して

１か月の作業を割り当てる。作業を行った構

成員は事務所の日誌に作業記録をつけ、それ

に基づいて時間あたりの賃金が支払われる。

４　農地・水・環境保全向上対策の活動組織

あわら市では、「農村集落の再構築と農業

の継続には、地域が一体となった環境保全活

動が重要」との認識の下で、農地・水・環境

保全向上対策の活動組織作りに力をいれ、専

任の担当職員１名を配置するとともに、集落

へ出向いた説明会を100回以上開催した。こ

の結果、市内集落の約８割が活動組織を立ち

上げることとなった。その組織は、農家、非

農家がともに構成員となり、農家は農道や排

水路などの農業施設を管理し、非農家は道路

や排水路の肩に花を植えるなど、分担して環

境保全に取り組んでいる。

５　農家組合の機能を代替

あわら市では、農家組合が農協活動以外の

農政の推進の役割も果たしていて、集落営農

組織の立ち上げや農村・水・環境保全向上対

策の活動についても主導的な役割を果たして

いる。

今回の調査から、集落の営農や農村環境の

保全維持という、かつて農家組合が果たして

いたと思われる機能の一部を、集落を基盤と

する他の組織が代替する形で、農業・農村の

変革に対応した、新たな組織再編が進んでい

るように思われた。

（さいとう　ゆりこ）
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１　はじめに

世界的な穀物価格の高騰により、主要生産

国の生産動向に注目が集まっている。今回、

南半球の穀物等生産動向を調査する一環で、

アルゼンチンの農業法人を訪ねる機会を得た

ので、その概略を報告することとしたい。

２　アルゼンチンの概況

アルゼンチンは、2002年の経済危機を乗り

越え、大豆、大豆油の生産・輸出増もあって

03年以降年率8～9％の実質経済成長を達成し

ている。

国内総生産（GDP）に対する農林水産業生

産額の比率は11.1％（03年、世銀）だが、総輸

出額に占める農産物の割合が47％（FAO）を

占める農産物輸出大国で、WTO交渉ではケ

アンズ・グループの一員として先進国の国内

保護の撤廃等を主張している。

３　アルゼンチン農業の概況

主に国土の約25％を占める「パンパ」と呼

ばれる肥沃で平坦な温帯草原地帯で、大豆、

トウモロコシ、小麦等の栽培と、牛を中心と

した放牧が行われている。生産量は大豆3.8千

万トン（世界３位、05年FAO）、トウモロコシ

２千万トン（５位、同）、小麦1.6千万トン（12

位、同）、うち輸出量は大豆6.5百万トン（３位、

04年FAO）、トウモロコシ1.1千万トン（３位、

同）、小麦１千万トン（５位、同）と、穀物等の

世界需給において主要な位置を占めている。

ことに大豆は、98年度以降、収穫面積、生

産量とも急拡大しているが、需要の大宗は国

内搾油業に仕向けられ、大豆油の生産・輸出

増をもたらしている。この急拡大には、GM

（遺伝子組換え）種子の普及(98％)が、コスト

と手間の削減を通じて作用している。

大豆･大豆油の主要輸出先は中国（構成比

66.6％･35.7％、04年UN）で、中国が自給を諦

め純輸入国に転じたことに呼応している。

なお、アルゼンチンでは、今後食料の対外

依存度が高まると予想される中国･インドを

「Chindia(=China+India)」と呼んでいる。

４　担い手と農業法人の動向

農業の担い手は、過去５年で大きく変化し、

20

現地ルポルタージュ

農中総研 調査と情報　2008.5（第６号）

アルゼンチンの農業と農業法人

主席研究員　藤野信之

資料　SAGPyA（アルゼンチン農牧漁業食料庁）ホームペー
ジに補記 

（注）　トウモロコシ, 小麦もほぼ同様の地域分布となる。 

第1図　アルゼンチンの大豆の生産地域 
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土地賃借経営の株式会社形態の農業事業体が

大きく伸張した。上位10社の経営規模が各約

15万haなので、あわせて150万haと穀物耕地

面積の１割近くを占め、中小規模農家連盟に

危惧の念を生じさせている。作付面積に占め

る大規模経営（農地500ha以上）の割合は、大

豆68.7％、トウモロコシ74.6％、小麦72.9％と

なっている。また、パンパの大規模農家は

100％コントラクター（農作業受託組織）に作

業委託している。
（注）

なお、大規模経営には、穀物メジャーによ

る運転資金供給(農業資材等を物融し、生産物

で回収する＝「交換取引」)が行われている。

５　ブエノスアイレス近郊のＡ農業法人

農業法人自体はアルゼンチン全体で約50社

あるが、今回訪問したのは首都ブエノスアイ

レス南西約110kmのパンパ地域Ｓ市に本拠を

置くＡ農業法人で、２年前に株式会社化して

いる。

当社は、近隣のいくつかの農家がパートナ

ーとなって基盤を構成しており、60年の歴史

を持っている。初代（50年代）は自給の時代、

２代目（70年代）は生産の時代、そして現在

は企業化の時代であるとし、耕作の継承とい

う意味では、現在３代目の若手(平均30歳)経

営者が担い手となっている。

農作業自体は、コントラクター等第三者に

委託して自らは経営に特化しており、社内組

織は、生産、法務、管理、販売、情報連絡の

５部門構成で、社員は農学部出身者が多い。
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現在の経営耕地面積は9,500haで、Ｓ市を中

心とする地帯4,000ha、同じブエノスアイレス

州北西部の2,000ha、西隣ラ･パンパ州北東部

の1,500haに分散･多様化している。耕地の分

散･多様化は意識的に進めているもので、天

候、生産性、モラルリスク等の分散を図って

いる。

作付面積構成比は、大豆39％、小麦31％、

トウモロコシ20％、大麦６％、ヒマワリ４％

（07年度）となっており、大豆は100％GM種子、

トウモロコシのGM比率は数％となっている。

もともとＳ市地域は放牧型畜産農業地帯だ

ったが(10～15年前まで)、今日ではほとんど

が農耕地に変わった。理由は、①牧畜は放牧

型からフィード･ロット方式へと集約化され

て耕作余地が生まれたこと、②牛肉価格が横

ばいなので見切りをつけた経営者が耕種農業

に経営転換したこと、③牧畜が北部地域へ移

転していることによる。

当社の06年度の経営成績は、税引後純利益

率28.8％(事前予想20％)、税引前利益率33％

(07年度は天候不順もあり20％の予想）と好調で

ある。

６　おわりに

アルゼンチンの農業と経済は、GM種子会

社と穀物メジャーに媒介されて穀物等の世界

需給に深く組み込まれたと言える。

日本は07年にアルゼンチンからのトウモロ

コシ輸入を急回復させていることもあり、今

後も担い手の動向を含めて継続的なウォッチ

が必要となろう。

（ふじの　のぶゆき）
（注）松本隆志・横打友恵(2007)｢アルゼンチンのト
ウモロコシ生産増大の可能性｣『月報海外編』12
月、農畜産業振興機構ホームページ。
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当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

中国農村金融自由化の背景と可能性

(阮　蔚(Ruan Wei))

世界的に食糧需要が拡大するなかで、中国が農

業生産を安定させることは大変重要である。その

意味で、三農政策の進展は世界的な影響を持つ。

三農問題の解決には資金供給不足が最大のアキレ

ス腱となっている。農家の資金需要の大半が非正

規の民間金融に頼っている現状は、農村信用社だ

けに頼るというこれまでの改革に問題があった。

その反省として、06年末、中国は農村金融市場

をすべての資本とすべての金融機関に開放すると

いう過去最大の政策転換を行い、「村鎮銀行」「農

村資金互助社」「ノンバンク」の設立テストが認め

られた。この方向性は正しいが、実際に機能する

には、参入ハードルの更なる引下げとともに、預

金保険や信用保証保険等金融機関が持続的に働く

ような信用補完制度の構築が欠かせない。

都市農協の歴史を振り返る

(小野澤康晴)

都市農協を対象に、資産管理と信用事業の面か

ら、①都市化への農協の対応、②都市化への対応

のなかでの農協主要構成員間の相互関係の変化に

ついて、歴史的プロセスに位置づけて考察した。

都市化への対応については、高度成長期にみら

れた地域組合化の模索、農住都市建設や農地の宅

地並み課税反対運動を通じての都市と農業の並存

の追求、資産管理事業運営上の地域の系統以外の

業者や専門家とのネットワーク形成といった点に

着目した。農協の主要構成員間の相互関係の変化

については、高度成長期における正組合員向け業

務の希薄化と准組合員からの資金ニーズ拡大、組

合員リーダーが主導して始まった農住都市建設、

資産管理事業における組合員―農協職員間の依頼

人―代理人関係の形成に着目した。

農協の総合生産性変化とその要因

(若林剛志)

平成に入ってからの農協の（総合）生産性の伸

びはどの程度だったのか。本稿では労働生産性で

はなく、すべての投入要素を考慮した総合生産性

を計測した。計測に際しては、Malmquist総合生

産性を使用した。データは主に総合農協統計表を

使用した。

いくつかの前提のもと、計測された結果は以下

の通りであった。1989年から2005年の17年間にお

ける農協の総合生産性は、年率1.31％で上昇した。

総合生産性を伸ばす主な要因となったのは、規模

の経済と技術進歩であった。それが、投入要素の

大幅な削減をもたらし総合生産性を上昇させた。

総合生産性の伸びを阻害したのは混合効果であり、

それへの対応が課題となることを示した。

現地にみる中国農村金融改革とその課題

(石田信隆)

蘇州市では、農村信用社を６地域ごとに統合し、

農村商業銀行への転換が行われた。うち２行は株

式の上場を目指し、外資との提携も視野に入れる。

江西省では、協同組合的な農村信用社組織の形

態を維持しつつ、省連合社を設立し、その指導の

下に改革を進めている。

いずれも優良な事例であるが、中国全体を視野

に入れると次のような課題がある。

①農村商業銀行の脱農化懸念と、多様化する農

村金融機関の経営リスク、②農村信用社の協同組

合的特質の回復・強化、③政策資金導入と貸出ノ

ウハウ確立、④金融・農業全般にわたる政府の支

援、⑤農村金融を担う人材育成、⑥農民組織のあ

り方検討。
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農林金融2008年５月号

http://www.nochuri.co.jp/kanko/nrk0804.html
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0804re1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0804re3.pdf
http://www.nochuri.co.jp/kanko/nrk.html
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805re1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805re2.pdf
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当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

（論文）
・中国農村信用社改革の評価と農村金融改革の課題
(中国国務院発展研究センター

農村経済研究部　部長　韓　俊(Han Jun))
（外国事情）
・米国における投資信託の成長と日本への示唆

(鈴木　博)
（情勢）
・農協における農業関連事業損益の現状と課題

(尾高恵美)

（情勢）
・平成19年度第２回農協信用事業動向調査結果

(江川　章・一瀬裕一郎・斉藤由理子)
・森林組合の事業・経営動向
((財)農村金融研究会　調査研究部長　室　孝明)

・漁協経営と石油購買事業
((財)農村金融研究会　副主任研究員　尾中謙治)

情勢判断

１　足踏み状態に入った国内景気動向

～2008年内は利上げ見送りが濃厚～

２　2008年度経済見通し（２次QE後の改訂）

～実質成長率は07年度：＋1.6％、

08年度：＋1.5％～

３ 米国当局は対応策を講じているが、

依然先行き不安は残る

４ 経済・金融の動向

今月の焦点

１　最近の「円高」と日本経済への影響

２　バリアフリーと金融機関

～みずほ銀行「ハートフルプロジェクト」～
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最近の調査研究から

2008年４月号

2008年５月号農協生産部会に関する環境変化と再編方向

(尾高恵美)

農協の青果物の生産部会に関する環境は大きく

変化している。環境変化に適応するため、生産部

会の再編は大きく２つの方向で進められている。

１つめは、農協合併に伴って旧農協の生産部会

を統合して出荷ロットを拡大する方向であり、大

規模や中規模の産地で比較的多く実施されている。

２つめは、直売所、生協や量販店、および加

工・業務用といった販売チャネル別の生産部会を

設立したり、技術水準など生産者の特性に応じて

生産部会を設立する方向であり、中規模産地で比

較的多くみられる。

ＪＡグループとしては、環境の変化を的確に捉

えつつ、生産者の経営方針に基づいて販売戦略を

明確にした上で、生産部会の再編を進めることが

重要になろう。

情勢判断

１　牽引役不在で厳しい状況が予想される

2008年度の日本経済

～08年度内の利上げ見送りへ～

２　米国経済と株価の本格的底打ちの

見極めにはまだ時間必要

３　経済・金融の動向

今月の焦点

１　日本銀行の新体制発足と今後の

金融政策運営

２　地域別にみた企業倒産の現状と

今後の動向

３　民営化半年を経た「ゆうちょ銀行」

の現状

金融市場その他の研究成果

農林金融2008年４月号

農林金融2008年５月号

農林金融2008年５月号

http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805jo1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805jo2.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805jo3.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0805re3.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0804re2.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0804ab1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n0804jo1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/kanko/nrk0804.html
http://www.nochuri.co.jp/kanko/fmr0804.html
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804dke.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804vie.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804usa.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804js1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804fo1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0804fo2.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805dke.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805usa.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805js1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805fo1.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805fo2.pdf
http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/f0805fo3.pdf


私は新潟県の県北村上市（神林村）で稲作

の生産を基本に経営している農業者です。70ａ

の農地を所有している者が、今では借地農業

を展開して、経営面積は個人、法人あわせて

約40haで、販売委託を合わせると200ha強を

認定方針作成者として預かっています。

私は、東京で会社勤めをした後、昭和56年

に30歳で本格的に農業に参入しました。日本

の食生活は、経済の高度成長と共に目まぐる

しく変化しました。現在の日本の食糧需給状

況は先進国中で最低の39％です。これが今日

いろいろな問題を引き起こしています。ごく

最近では、中国の餃子が全国を驚かせました

が、その関連報道を見聞きして、中国に対す

る依存度が大きすぎることに驚かされていま

す。こんな状況が今後も続くのでしょうか。

私が一番懸念するのは、自給率が下がるこ

とで、日本の国土が誰の手で保全管理がなさ

れていくのか，です。国土の大半の森林を維

持管理しているのは林業に携わる方々です

が、国産材が高いので外国から輸入し、そし

て林業の衰退があちらこちらで叫ばれていま

す。確かに安くて良い製品があれば好ましい

ことだと思いますが、違う角度で少し考える

必要があるのではないでしょうか。

耕種農業についても例外ではなく、後継者、

担い手不足が深刻化してきました。それが背

景になって平成16年からスタートしたのが

「米政策改革大綱」です。さらに19年度から

は第二段階として、「品目横断的経営安定対

策」があるべき姿をめざしスタートし、担い

手に対する施策が加速するはずだったのが

様々な理由で思ったような加速ができなくな

った様です。

私も立場上、いろいろな場面で農水省の

方々の話を聞く機会が多くあり、新制度に対

する強い思いが伝わってきます。だが我々生

産現場にいる人間にはその思いが伝わりにく

く、誤解すら発生してしまっています。正し

く理解をするためには、同じ内容の説明を一

度や二度聞くだけでは無理で、何度も繰り返

し聞くことで理解できると思います。

今各地の農協は広域的な合併が進んでき

て、農家との距離がどんどん離れている様な

気がします。農協が真剣に「農家」「担い手」

のことを考えてやらないと農協離れが進むこ

とになり、やがて農業基盤維持が困難になる

のではないでしょうか。

それぞれの地域をよく理解したリーダーが

核となり、信頼を構築して地域農業の牽引役

になることが求められています。そのリーダ

ーと関係を密にすることにより農業の基盤が

安定することと思います。農業経営を経済の

原則に当てはめることはある程度必要です

が、自然を相手に経営展開している農業には

なじみにくい部分があります。

確かに日本の商工業が高度成長してきたこ

とで国全体がその恩恵を受けたことは事実で

すが、「快適」「便利」「楽」を求めることに

より、自然が失われていくように思います。

19年産の米価の下落により、全国の大事な

担い手の経営状況が悪化しています。農業経

営と「環境保全」「国土保全」が同時進行し

ている事実を消費者の方々に理解していただ

きたい、と強く感じております。農産物の価

格には「国土保全」「環境保全」の費用も含

まれていることを。

（さとう　まさし）
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自分の周りの農業の変化

全国稲作経営者会議 会長　佐藤正志
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